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令和２年度 古賀市水道事業会計予算 

 

 

（総 則） 

第１条 令和２年度古賀市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給水戸数 ２０，０５６戸 

⑵ 年間総配水量 ４，３４３，２４７㎥ 

⑶ 一日平均配水量 １１，８９９㎥ 

⑷ 主要な建設改良事業  

   配水管新設改良事業費 ２４５，９８２千円 

   第１０期拡張事業費 ９２，３４９千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収     入 

第１款 水道事業収益 １，１５８，４６６千円 

第１項 営業収益 １，０３８，７４９千円 

第２項 営業外収益 １１９，７１４千円 

第３項 特別利益 ３千円 

 

支     出 

第１款 水道事業費用 １，０３８，９８９千円 

第１項 営業費用 ９４６，８３７千円 

第２項 営業外費用 ８６，１４９千円 

第３項 特別損失 ３千円 

第４項 予備費 ６，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額５５３，５３６千円は、過年度損益勘定留保資金 

１３，１５１千円、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額３１，６５２千円、

当年度損益勘定留保資金１７９，２８２千円、減債積立金１００，０００千円及び建

設改良積立金２２９，４５１千円で補てんするものとする。）。 
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収     入 

第１款 水道事業資本的収入 ３，６３１千円 

第１項 負担金 ３，６３０千円 

第２項 固定資産売却代金 １千円 

 

支     出 

第１款 水道事業資本的支出 ５５７，１６７千円 

第１項 建設改良費 ３４８，１７１千円 

第２項 償還金 ２０４，００１千円 

第３項 投資 ４，９９５千円 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

⑴ 営業費用 

⑵ 営業外費用 

⑶ 特別損失 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

⑴  職員給与費                     ８６，８１８千円 

 

       令和２年２月２６日提出 

 

                 古賀市長  田 辺 一 城 

 



令 和 ２ 年 度

古賀市公営企業会計予算に関する説明書

福 岡 県 古 賀 市
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収益的収入及び支出

実施計画

備考

(税込、単位：千円) 収　入

款項目 予定額

1,158,4661 水道事業収益

1,038,7491 営業収益

1,015,430 水道料金及び量水器使用料1 給水収益

4,160 消火栓取替・修繕工事2 受託工事収益

19,159 消火栓維持管理負担金外3 その他の営業収益

119,7142 営業外収益

61,655 水道加入金1 加入金

6,707 預金利息外2 受取利息及び配当金

903 一般会計負担金4 他会計負担金

49,775 減価償却に伴う長期前受金の収益化5 長期前受金戻入

673 用地賃借料外6 雑収益

1 消費税及び地方消費税の還付額7 消費税及び地方消費税還付金

33 特別利益

11 固定資産売却益

12 過年度損益修正益

13 その他特別利益

備考

(税込、単位：千円) 支　出

款項目 予定額

1,038,9891 水道事業費用

946,8371 営業費用

508,678 取水、浄水並びに受水に要する経費1 原水及び浄水費

61,269 配水管等の維持管理及び漏水防止に要する経費2 配水及び給水費

143,672 事業運営に要する総括的経費3 総係費

4,160 消火栓修繕4 受託工事費

227,848 固定資産の減価償却費5 減価償却費

1,209 固定資産の除却費6 資産減耗費

17 その他営業費用

86,1492 営業外費用

43,671 企業債に対する支払利息1 支払利息及び企業債取扱諸費

42,477 消費税及び地方消費税の納付額2 消費税及び地方消費税

13 雑支出

33 特別損失

11 固定資産売却損

12 過年度損益修正損

13 その他特別損失

6,0004 予備費

6,0001 予備費
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資本的収入及び支出

備考

(税込、単位：千円) 収　入

款項目 予定額

3,6311 水道事業資本的収入

3,6301 負担金

3,630 給水管及び消火栓の工事に対する負担金1 工事負担金

12 固定資産売却代金

11 固定資産売却代金

備考

(税込、単位：千円) 支　出

款項目 予定額

557,1671 水道事業資本的支出

348,1711 建設改良費

245,982 配水管に関する工事費1 配水管新設改良事業費

6,118 量水器等の購入費2 固定資産購入費

3,722 浄水場に関する工事費3 浄水場事業費

92,349 給水区域拡張のための配水管等に関する工事費5 第１０期拡張事業費

204,0012 償還金

204,001 建設企業債の元金償還金1 企業債償還金

4,9953 投資

4,995 水道事業基金1 基金
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令和２年度　予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（間接法）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

３

令和2年度　水道事業会計　当初予算

資金期末残高 1,454,528,425

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 204,001,000

資金増加額（又は減少額） △ 296,010,989

資金期首残高 1,750,539,414

財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債償還による支出 △ 204,001,000

工事負担金等による収入 3,631,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 316,119,358

未払金の増減額（△は減少） △ 52,011,364

基金への投資 △ 4,995,000

小計 261,073,369

受取利息及び配当金の受取額 6,707,000

利息の支払額 △ 43,671,000

224,109,369

固定資産取得・建設改良事業等による支出 △ 314,755,358

43,671,000

未収金の増減額（△は増加） △ 27,855,228

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,000
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（単位：円）

当年度純利益（△は損失） 124,394,758

減価償却費 227,847,203

固定資産除却費 1,208,000

引当金の増減額（△は減少） 300,000

長期前受金戻入 △ 49,775,000

受取利息及び配当金 △ 6,707,000

支払利息及び企業債取扱諸費



給与費明細書

１．総括 (単位:人・千円)

職 員 数 給　　与　　費 法  定

特別職 一般職 報  酬 給　料 手　当 計 福利費

  

4 11 180 41,616 32,146 73,942 12,876 86,818

(5)

 

5 11 75 44,953 37,807 82,835 14,345 97,180

(0)

△ 1 0 105 △3,337 △5,661 △ 8,893 △1,469 △ 10,362

(5)  

　注　（　）内は、短時間勤務職員数外書き
(単位:千円)

手

  

当 本年度 2,600 710 914 2,700 600

    

の   

前年度 2,826 324 610 3,270 600

内     

訳 比 較 △ 226 386 304 △ 570 0

    

手

当 本年度 7,388 6,255 18 32,146

 

の

前年度 8,232 9,400 18 37,807

内   

訳 比 較 △ 844 △ 3,145 0 △ 5,661

     

区 分 期末手当 勤勉手当

児童手当除く。9,867

退職手当
組合負担金

△ 1,124

管理職員特別
勤務手当

合　計 備　考

1,536

△ 442

児童手当除く。10,991

比較
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区　分 合　計

本年度

前年度

管理職手当

1,094

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手当

時間外
勤務手当



 ２. 給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）
区分 増減額

給与改定の状況
△ 3,337 給与改定 102 102

に伴う 本年度
増減分  給料の改定率

 給与改定実施時期

前年度
 給料の改定率
 給与改定実施時期

昇給 507 507 平均昇給率
に伴う
増減分

その他の △ 3,946 新陳代謝に係る増減
増減分 2,322

会計間の異動に係る増減
△ 6,268

その他の増減
－

△ 5,661 制度改正 225 期末手当 －
に伴う 勤勉手当 225
増減分 住居手当 －

扶養手当 －

その他の △ 5,886 扶養手当 △ 442
増減分 地域手当 △ 226

住居手当 386
管理職手当 －
管理職員特別勤務手当 －
時間外勤務手当 △ 570
通勤手当 304
期末手当 △ 1,124
勤勉手当 △ 1,069
退職手当組合負担金 △ 3,145

令和２年度　水道事業会計　当初予算
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手
　
　
　
　
　
当

増減事由別内訳 説　　明 備　　考

給
　
　
　
　
　
　
　
料

0.22％
平成31年4月1日

0.24％
平成30年4月1日

1.16％



３．給料及び手当の状況
(1) 職員１人当たり給与 （単位：円）

平均給料月額
令和2年 1月 1日現在 平均給与月額

平均年齢
平均給料月額

平成31年 1月 1日現在 平均給与月額
平均年齢

(2) 初任給 （単位：円）
一般会計の制度

行政職 技能労務職

(3) 級別職員数 （単位：人・％）
企　業　職

級 職員数 構成比

　注　（　）内は、短時間勤務職員について外書き

（令和2年1月1日現在級別の基準となる職務）
区　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

職　名 課 長 参 事 補 佐 主 事 主 事

の 職 務 の 職 務 の 職 務 の 職 務 の 職 務 の 職 務

12 100.0

係 長
業 務 主 査

業 務 主 査
主 任 主 事

４級
(  -  ）  (  -  ）

3 25.0

３級
(  1  ） （ 100.0 ）

3 25.0

２級
(  -  ）  (  -  ）

1 8.3

１級
(  -  ）  (  -  ）

3 25.0

計
(  3  ） （ 100.0 ）

9 100.0

平成31年 1月 1日現在

７級
(  -  ）  (  -  ）

６級
(  -  ）  (  -  ）

1 8.3

５級
(  -  ）  (  -  ）

1 8.3

計
(  1  ） （ 100.0 ）

２級
(  -  ）  (  -  ）

2 22.2

１級
(  2  ）  (  66.7  ）

2 22.2

４級
(  -  ）  (  -  ）

2 22.2

３級
(  1  ） （ 33.3 ）

2 22.2

区　　　分 企　業　職
267,709
302,358
37歳 1月
296,033

大     学     卒 182,200 182,200 －
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335,834
40歳 9月

区　　分 企　業　職

高     校     卒 154,900 154,900 －

区　　分

令和2年 1月 1日現在

７級
(  -  ）  (  -  ）

６級
(  -  ）  (  -  ）

1 11.1

５級
(  -  ）  (  -  ）



(4)  昇給 （単位：人・％）
代表的な職種

企業職
職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）
１号給 － －
２号給 1 1

号給数別内訳 ３号給 － －
４号給 8 8
５号給 － －
６号給 － －

比率（Ｂ）／（Ａ） 81.82
職員数（Ａ） 11 11

昇給に係る職員数（Ｂ） 9 9
１号給 － －
２号給 1 1

号給数別内訳 ３号給 1 1
４号給 4 4
５号給 2 2
６号給 1 1

比率（Ｂ）／（Ａ） 81.82 81.82

(5)  特殊勤務手当 （単位：％）
区　　　分 企業職

給料総額に対する比率 －
支給対象職員の比率（平成 年 月 日現在) －
支給対象職員１人当たり平均支給月額 －
代表的な特殊勤務手当の名称 －

(6)  期末手当・勤勉手当 （単位：月分）
支給期別支給率

６月 １２月
(1.175) (1.175) (2.35)
2.250 2.250 4.50
(1.175) (1.175) (2.35)
2.225 2.225 4.45

一般会計 (1.175) (1.175) (2.35)
の 制 度 2.250 2.250 4.50

　注　（　）内は、短時間勤務職員について外書き

(7)  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）
２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年
勤続の者 勤続の者 勤続の者

    
支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計
の 制 度 24.586875 33.27075 47.709 47.709

(支給率等)
  

(8)  その他の手当 （単位：円）
区  分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同
地域手当 同
住居手当
通勤手当 同

同

令和２年度　水道事業会計　当初予算

有

前 年 度

備考

その他の
加算措置等

単身赴任手当

備考

同

区  分 最高限度
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区          分 合  計

本 年 度

11

有

区  分 支給率計
 職制上の段階､職務の級等

による加算措置

前 年 度 有

11
9 9

81.82

本 年 度



（単位:千円）

期間 金額 期間 金額
国県
補助金

企業債 その他

水道ビジョ
ン及び水道
事業経営戦
略策定業務
委託

14,388 R2 14,388 14,388

給水車 14,340 R2 14,340 14,340

水道事業の
ブランディ
ング及びオ
フィスのフ
リーアドレ
ス化に関す
る研究委託

委託に要
する経費
の総額か
ら平成31
年度支払
予定額を
除いた額

R2
～
R3

委託に要
する経費
の総額か
ら平成31
年度支払
予定額を
除いた額

委託に要
する経費
の総額か
ら平成31
年度支払
予定額を
除いた額

債務負担行為に関する調書

前年度末までの
支払義務発生

(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生

予定額
事項 限度額

左の財源内訳
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区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

収益的収入及び支出

収　入

1 水道事業収益 1,156,4121,158,466 2,054

  1 営業収益 1,038,4711,038,749 278

1 給水収益 1,030,2521,015,430 14,822△

1,015,430水道料金

2 受託工事収益 5,2004,160 1,040△

4,160消火栓修繕工事収益

3 その他の営業収益 3,01919,159 16,140

2,323手数料 設計審査手数料外

15,725下水道事業経費負担金

1,110消火栓維持管理負担金

1雑収益

  2 営業外収益 117,938119,714 1,776

1 加入金 62,61661,655 961△

61,655加入金

2 受取利息及び配当金 3,6726,707 3,035

1,713預金利息 定期預金利息

4,994基金利息 水道事業基金利息

4 他会計負担金 0903 903

903一般会計負担金 一般会計負担金

5 長期前受金戻入 49,55549,775 220

49,775長期前受金戻入 24,611工事負担金長期前受金戻入

8,584加入金長期前受金戻入

2,956補助金長期前受金戻入

12,994受贈財産評価額長期前受金戻入

630その他資本剰余金長期前受金戻入

6 雑収益 2,094673 1,421△

1不用品売却収益

672その他雑収益 107福岡地区水道企業団送水設備電気料

565鹿部山旧配水池用地賃借料外

7 消費税及び地方消費税還付金 11 0

1消費税及び地方消費税還付

金

  3 特別利益 33 0

1 固定資産売却益 11 0

1固定資産売却益

2 過年度損益修正益 11 0

1過年度損益修正益

3 その他特別利益 11 0

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-9- -10-

1-1-1 給水収益



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

収益的収入及び支出

収　入

1臨時収入

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-11- -12-

1-3-3 その他特別利益



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

収益的収入及び支出

支　出

1 水道事業費用 1,039,7811,038,989 792△

  1 営業費用 962,416946,837 15,579△

1 原水及び浄水費 497,128508,678 11,550

1,774備消品費 残塩測定試薬外

15燃料費

119光熱水費

1,365通信運搬費 監視システム回線使用料外

64,195委託料 22,675水質検査業務委託

10,245保守点検業務委託

26,950浄水場関連施設運転管理業務委託

4,325その他業務委託

2手数料 職員細菌検査手数料

698使用料及び賃借料 143浄水場機器賃借料

555取水井用地賃借料

8,290修繕費 浄水場建物・機器等修繕費

40,108動力費 25,461浄水場・揚水機場電力料

14,647取水井電力料外

5,880薬品費 ポリ塩化アルミニウム外

220材料費

3,200補償、補填及び賠償金 古賀農区水利補償外

1,780負担金 403水源涵養森林整備事業負担金

689古賀ダム維持管理事業負担金

688共同配水池維持管理事業負担金

381,032受水費 316,213福岡地区水道企業団受水費

64,819北九州市水道用水供給事業受水費

2 配水及び給水費 50,34061,269 10,929

258備消品費

266燃料費

27,295委託料 9,867水道台帳管理システム整備委託

3,997量水器取替業務委託

6,831漏水調査業務委託

6,600給配水管漏水休日対応業務委託

1,449使用料及び賃借料 753積算システム賃借料外

123配水管埋設用地賃借料

573車両賃借料

25,590修繕費 給配水管漏水等修繕費外

6,377路面復旧費 給配水管漏水等修理に伴う路面復旧費

34材料費

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-13- -14-

1-1-1 原水及び浄水費



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

収益的収入及び支出

支　出

3 総係費 164,899143,672 21,227△

41,616給料 34,746企業職給　職員　11人

4,030企業職給（短時間勤務）　職員　2人

2,840企業職給（会計年度任用職員）　職員　3人

27,550手当 25,510職員手当等

1,445職員手当（短時間勤務）

595職員手当（会計年度任用職員）

180報酬 上下水道事業経営等審議会委員報酬

11,939法定福利費 10,924職員共済組合納付金

120地方公務員公務災害補償基金

884社会保険（短時間勤務）

11社会保険（会計年度任用職員）

1,086旅費

120被服費

290報償費 40職員研修講師

250市民討議会（プラーヌンクスツェレ）参加者

1,951備消品費 事務用消耗品外

40燃料費

1,084光熱水費

1,372印刷製本費

4,923通信運搬費 郵便料外

438広告料

26,475委託料 3,354会計及び料金システム保守業務委託外

8,233水道メーター検針業務委託

146口座振替処理業務委託外

水道ビジョン及び水道事業経営戦略策定業務

14,388委託

水道事業のブランディング及びオフィスのフ

313リーアドレス化に関する研究委託

41庁舎清掃業務委託

3,138手数料 コンビニ収納手数料外

9,612使用料及び賃借料 44駐車場・有料道路使用料

9,215会計及び料金システム賃借料外

353車両賃借料

149修繕費

220補償、補填及び賠償金 水道事業損害補償

3,792負担金 220日本水道協会等会費負担金

3,572職員給与費等負担金

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-15- -16-

1-1-3 総係費



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

収益的収入及び支出

支　出

296研修費 日本水道協会等研修負担金

1,164保険料 845水道機械設備損害保険料

94水道賠償責任保険料

225自動車損害共済保険料外

5,000賞与引当金繰入額

937法定福利費引当金繰入額

300貸倒引当金繰入額

4 受託工事費 5,6724,160 1,512△

4,160工事請負費 消火栓修繕工事

5 減価償却費 243,585227,848 15,737△

215,662有形固定資産減価償却費 7,342建物減価償却費

160,118構築物減価償却費

47,567機械及び装置減価償却費

635工具、器具及び備品減価償却費

12,186無形固定資産減価償却費 529水利権減価償却費

5,721ダム使用権減価償却費

6電話加入権減価償却費

5,930共同配水池使用権減価償却費

6 資産減耗費 7911,209 418

1,208固定資産除却費

1たな卸資産減耗費

7 その他営業費用 11 0

1雑支出

  2 営業外費用 71,36286,149 14,787

1 支払利息及び企業債取扱諸費 47,76343,671 4,092△

43,671企業債利息

2 消費税及び地方消費税 23,59842,477 18,879

42,477消費税及び地方消費税

3 雑支出 11 0

1その他雑支出

  3 特別損失 33 0

1 固定資産売却損 11 0

1固定資産売却損

2 過年度損益修正損 11 0

1過年度損益修正損

3 その他特別損失 11 0

1臨時損失

  4 予備費 6,0006,000 0

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-17- -18-

1-1-3 総係費



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

収益的収入及び支出

支　出

1 予備費 6,0006,000 0

6,000予備費

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-19- -20-

1-4-1 予備費



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

資本的収入及び支出

収　入

1 水道事業資本的収入 27,8053,631 24,174△

  1 負担金 27,8043,630 24,174△

1 工事負担金 27,8043,630 24,174△

3,630消火栓設置工事負担金

  2 固定資産売却代金 11 0

1 固定資産売却代金 11 0

1固定資産売却代金

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-21- -22-

1-1-1 工事負担金



区分 金額
説明款項目

本年度
予定額

前年度
予定額

節
比較

（税込、単位：千円）

事項別明細書

資本的収入及び支出

支　出

1 水道事業資本的支出 1,278,696557,167 721,529△

  1 建設改良費 205,020348,171 143,151

1 配水管新設改良事業費 121,212245,982 124,770

245,982工事請負費 配水管布設替工事外

2 固定資産購入費 20,4046,118 14,286△

5,299量水器購入費

819工具、器具及び備品購入費 応急給水栓購入

3 浄水場事業費 03,722 3,722

3,722工事請負費 給水車車庫設置工事

5 第１０期拡張事業費 55,75992,349 36,590

5,328委託料 ポンプ設置及び配水管布設工事設計業務委託

87,021工事請負費 ポンプ設置及び配水管布設工事外

  2 償還金 199,909204,001 4,092

1 企業債償還金 199,909204,001 4,092

204,001建設企業債償還金

  3 投資 873,7674,995 868,772△

1 基金 873,7674,995 868,772△

4,995基金 水道事業基金

令和2年度 水道事業会計 当初予算

-23- -24-

1-1-1 配水管新設改良事業費



平成３１年度　予定損益計算書
(平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：円）

１ 営業収益

⑴ 給水収益 930,633,706

⑵ 受託工事収益 5,200,000

⑶ その他営業収益 3,018,900 938,852,606

２ 営業費用

⑴ 原水及び浄水費 453,711,296

⑵ 配水及び給水費 46,234,679

⑶ 総係費 129,744,521

⑷ 受託工事費 5,200,000

⑸ 減価償却費 243,237,000

⑹ 資産減耗費 791,000

⑺ その他営業費用 910 878,919,406

営業利益 59,933,200

３ 営業外収益

⑴ 加入金 41,605,045

⑵ 受取利息及び配当金 3,672,000

⑶ 長期前受金戻入 49,555,000

⑷ 雑収益 671,295

⑸ 他会計負担金 5,000,000 100,503,340

４ 営業外費用

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費 47,763,000

⑵ 雑支出 926 47,763,926 52,739,414

経常利益 112,672,614

５ 特別利益

⑴ 固定資産売却益 1,000

⑵ 過年度損益修正益 910

⑶ その他特別利益 910 2,820

６ 特別損失

⑴ 固定資産売却損 910

⑵ 過年度損益修正損 910

⑶ その他特別損失 910 2,730 90

当年度純利益 112,672,704

前年度繰越利益剰余金 993,072,269

当年度変動額 167,801,017

当年度未処分利益剰余金 1,273,545,990

令和2年度　水道事業会計　当初予算
- 25 -



(単位：円)

１．　固定資産
　（１）有形固定資産
　　イ　土地 273,159,161
　　ロ　建物 299,409,973
　　　　減価償却累計額 △ 153,461,572 145,948,401
　　ハ　構築物 8,383,827,444
　　　　減価償却累計額 △ 4,348,258,035 4,035,569,409
　　ニ　機械及び装置 2,616,809,054
　　　　減価償却累計額 △ 2,179,147,260 437,661,794
　　ホ　工具、器具及び備品 40,459,719
　　　　減価償却累計額 △ 21,563,839 18,895,880
　　ヘ　建設仮勘定 200,091,425
　　　有形固定資産合計 5,111,326,070
　（２）無形固定資産
　　イ　水利権 2,401,375
　　ロ　地役権 0
　　ハ　ダム使用権 81,674,543
　　ニ　電話加入権 5,203
　　ホ　共同配水池使用権 265,798,479
　　　無形固定資産合計 349,879,600
　（３）投資
　　イ　基金 873,767,000
　　　投資合計 873,767,000
　　　固定資産合計 6,334,972,670
２．　流動資産
　（１）現金預金 1,750,539,414
　（２）未収金 36,788,832
　　　　貸倒引当金 △ 2,600,000 34,188,832
　（３）貯蔵品 1,009,120
　　　　流動資産合計 1,785,737,366

　　　　資産合計 8,120,710,036

平成31年度予定貸借対照表
(令和2年3月31日)

資産の部

- 26 -



３．固定負債
　（１）企業債
　　イ　建設改良費等の財源に 2,059,252,543
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計 2,059,252,543
　　　固定負債合計 2,059,252,543
４．流動負債
　（１）企業債
　　イ　建設改良費等の財源に 204,000,562
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計 204,000,562
　（２）未払金 245,538,176
　（３）引当金
　　イ　賞与引当金 5,000,000
　　ロ　法定福利費引当金 937,000
　　　引当金合計 5,937,000
　（４）預り金 100,000
　　　流動負債合計 455,575,738
５．繰延収益
　（１）長期前受金 2,411,797,654
　（２）収益化累計額 △ 1,341,686,942
　　　繰延収益合計 1,070,110,712
　　　負債合計 3,584,938,993

６．資本金
　（１）資本金
　　イ　固有資本金 811,697,105
　　ロ　出資金 278,800,000
　　ハ　組入資本金 290,471,403
　　　資本金合計 1,380,968,508
７．剰余金
　（１）資本剰余金
　　イ　加入金 821,582,302
　　ロ　その他資本剰余金 3,399,386
　　　資本剰余金合計 824,981,688
　（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 386,000,000
　　ロ　建設改良積立金 670,274,857
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 1,273,545,990
　　　　（前年度繰越利益剰余金） (993,072,269)
　　　　（当年度変動額） (167,801,017)
　　　　（当年度純利益） (112,672,704)
　　　利益剰余金合計 2,329,820,847
　　　剰余金合計 3,154,802,535
　　　資本合計 4,535,771,043

　　　負債資本合計 8,120,710,036

令和2年度　水道事業会計　当初予算 

負債の部

資本の部

- 27 -



(単位：円)

１．　固定資産
　（１）有形固定資産
　　イ　土地 273,159,161
　　ロ　建物 299,409,973
　　　　減価償却累計額 △ 160,803,572 138,606,401
　　ハ　構築物 8,590,040,890
　　　　減価償却累計額 △ 4,493,508,033 4,096,532,857
　　ニ　機械及び装置 2,622,115,515
　　　　減価償却累計額 △ 2,227,642,508 394,473,007
　　ホ　工具、器具及び備品 41,179,679
　　　　減価償却累計額 △ 22,198,839 18,980,840
　　ヘ　建設仮勘定 286,958,162
　　　有形固定資産合計 5,208,710,428
　（２）無形固定資産
　　イ　水利権 1,872,375
　　ロ　地役権 0
　　ハ　ダム使用権 75,953,543
　　ニ　電話加入権 0
　　ホ　共同配水池使用権 259,868,479
　　　無形固定資産合計 337,694,397
　（３）投資
　　イ　基金 878,762,000
　　　投資合計 878,762,000
　　　固定資産合計 6,425,166,825
２．　流動資産
　（１）現金預金 1,454,528,425
　（２）未収金 64,644,060
　　　　貸倒引当金 △ 2,400,000 62,244,060
　（３）貯蔵品 1,008,120
　　　　流動資産合計 1,517,780,605
　　　　資産合計 7,942,947,430

令和2年度予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

資産の部

- 28 -



３．固定負債
　（１）企業債
　　イ　建設改良費等の財源に 1,851,856,543
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計 1,851,856,543
　　　固定負債合計 1,851,856,543
４．流動負債
　（１）企業債
　　イ　建設改良費等の財源に 207,395,562
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計 207,395,562
　（２）未払金 193,526,812
　（３）引当金
　　イ　賞与引当金 5,000,000
　　ロ　法定福利費引当金 937,000
　　　引当金合計 5,937,000
　（４）預り金 100,000
　　　流動負債合計 406,959,374
５．繰延収益
　（１）長期前受金 2,388,823,654
　（２）収益化累計額 △ 1,391,461,942
　　　繰延収益合計 997,361,712
　　　負債合計 3,256,177,629

６．資本金
　（１）資本金
　　イ　固有資本金 811,697,105
　　ロ　出資金 278,800,000
　　ハ　組入資本金 290,471,403
　　　資本金合計 1,380,968,508
７．剰余金
　（１）資本剰余金
　　イ　加入金 821,582,302
　　ロ　その他資本剰余金 30,003,386
　　　資本剰余金合計 851,585,688
　（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 286,000,000
　　ロ　建設改良積立金 640,823,674
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 1,527,391,931
　　　　（前年度繰越利益剰余金） (1,073,545,990)
　　　　（当年度変動額） (329,451,183)
　　　　（当年度純利益） (124,394,758)
　　　利益剰余金合計 2,454,215,605
　　　剰余金合計 3,305,801,293
　　　資本合計 4,686,769,801
　　　負債資本合計 7,942,947,430

令和2年度　水道事業会計　当初予算 
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■注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

⑴ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 

 定額法 

・主な耐用年数 

建物         ８～５０年 

構築物       １０～６０年 

機械及び装置     ６～２０年 

工具、器具及び備品  ５～ ８年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法 

 定額法 

・主な耐用年数 

 水利権          ２０年 

 ダム使用権        ５５年 

 共同配水池使用権     ６０年 

 

３ 引当金の計上方法    

⑴ 退職給付引当金 

本市は福岡県市町村職員退職手当組合に加入しており、同組合へ支払う負担金の 

うち、一般負担金については水道事業会計が負担し、特別負担金については一般会計 

が負担するため、退職手当引当金は計上していない。 

⑵ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額 

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  ⑶ 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末に 

おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としている。 
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Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

  重要な非資金取引は行っていない。 

 

Ⅲ 予定貸借対照表等に関する注記 

  引当金の取崩し 

令和２年度は次の引当金を取り崩す予定としている。 

⑴ 賞与引当金    期末手当及び勤勉手当として５，０００，０００円 

⑵ 法定福利費引当金 法定福利費として９３７，０００円 

 

Ⅳ セグメント情報に関する注記 

  水道事業会計は、水道事業のみを運営しており記載を省略している。 

 

Ⅴ 減損損失に関する注記 

  当年度において、減損の兆候は認められない。 

 

Ⅵ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引の処理方法 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５ 

条第１項第２号の規定により、通常の賃貸借取引に準じている。 

  

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  ３，５４４，２００円（消費税等抜） 

   １年超  ８，８６０，５００円（消費税等抜）  

    計  １２，４０４，７００円（消費税等抜） 

 

Ⅶ 重要な後発事象に関する注記 

  該当なし。 

 

Ⅷ その他の注記 

  該当なし。 
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